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研究要旨  

・J-CKD-DB-Exを用いて、CKDの有病率、重症度分類ごとの患者数、ガイドラインの遵守率等について、

調査を行った。 

・「慢性腎臓病（CKD）を早期に発見･診断し、良質で適切な治療を早期から実施・継続することにより、

CKD重症化予防を徹底するために、わが国における CKD患者数を把握し、CKD患者数に影響を与える因

子を解明することは CKD 対策としても重要である。2005 年に 11 都道府県の健診データ等を参考にわ

が国の CKD患者は 1330万人と推定されている。しかし、本調査は全都道府県からのデータを抽出した

ものではなく、またデータベースにも偏りがある。この報告は健診データを基に解析しているが、CKD

患者の有病率は健診受診者に比べて非受診者で高いことが指摘されており、CKD 患者数を過小評価す

る可能性がある。過去の健診受診状況等で重み付けを行い、CKD患者数を推定した。 

・CKD 対策支援のために、2021 年の都道府県別・男女別・年齢階級別・透析導入率を計算し、本研究

班ホームページに公開されている 2006年から 2020年までの年次推移に、2021年データを追加した。

さらに、透析導入率の都道府県差に関連する要因についての解析、健康診断データを活用して地域レ

ベルでの CKD 患者数を推計する簡便な計算方法の公開、腎硬化症による透析導入患者の臨床的特徴、

急速進行性糸球体腎炎による透析導入率の経年変化、そして 2006 年から 2021 年までの透析導入率の

経年変化を解析し、論文として公表した。 
 
Ａ．研究目的 

本研究では、先行研究である「慢性腎臓病

(CKD)に対する全国での普及啓発の推進、地域

における診療連携体制構築を介した医療への貢

献（令和元年～3年）」を引き継ぎ、腎疾患政策

研究班（研究代表：柏原直樹）と日本腎臓学

会、そして特に日本腎臓病協会 CKD対策部会の

日本全国 47都道府県を網羅するネットワーク

と連携し、腎疾患対策検討会報告書に基づいた

CKD対策の社会実装を推進する。具体的には各

都道府県における CKD対策を経年的にプロセ

ス・アウトカム評価し、改善点を検討して PDCA

サイクルを回し、また CKD診療連携体制の好事

例（定点観測地域など）を積極的に横展開する
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ことで、全国レベルでの CKD対策を推進するこ

とを目的とする。これにより CKD重症化を予防

して新規透析導入患者数を減少させ、さらに

CKD患者（透析患者及び腎移植患者を含む）の

QOLの維持向上を図る。 

特に研究開発の柱では、CKD対策支援のために、

CKD患者数の概算の見直しを行う。また各エリア

の取り組み（腎臓専門医や連携協力医、腎臓病療

養指導士の所在）や成果（新規透析導入患者数）

の年次推移をデータベースとして年度ごとに公

開する。またAMED研究班と連携し、J-CKD-DBを用

いて、診療ガイドラインの推奨が標準治療として

CKD進展抑制に有効かを検証する。 
 

 

Ｂ．研究方法 

1)CKD対策支援データベース構築 

前年度に構築・公開した CKD 対策支援データ

ベースの収納データである各エリアの a）普及・

啓発の取り組みと認知度(visual abstract)、b）

診療連携体制構築の取り組み(visual abstract)、

c）腎臓専門医・連携協力医の所属、d）腎臓病療

養指導士数（できれば所属）、e）新規透析導入患

者数（人口当たり・年齢調整）の年次推移を、年

度ごとに更新する。 

 

2)CKD患者数推定 

①CKD患者数の実態調査: 

わが国の CKD有病者数を調査する方法として、

特定健診データ、各地のコホート研究、NDBデー

タなど、どのデータを用いるのが適切か検討し

た。 

CKD有病割合の推定について、集団の特性によ

って推定値が影響を受けるため、就労世代の健

保データ、高齢世代を中心とした自治体国保デ

ータの両者の分析を行う。また、健診受診者、医

療機関受診者の結果を一般集団に外挿する際に

はサンプリングバイアスの影響を考慮する必要

があるため健診受診（医療機関受診）確率を推定

し、受診確率によって重みづけした CKD 有病割

合推定を行う。 

②CKD患者数に影響を与える因子の解明: 

わが国の CKD 患者数は、高齢化や糖尿病など

生活習慣病の影響で増加していることが予想さ

れる。しかしながら、それらの要因の影響は地域

によって差があることが予想される。わが国の

CKD対策の均霑化のためにも、CKD患者数に影響

を与える因子を解明することは重要である。そ

こで、大阪府内での生活習慣病罹患率と CKD 罹

患率の関連を検討することとした。また、上記の

CKD患者数の実態調査において、CKD患者数に影

響を与える因子を解明する方法についても検討

した。個人レベルでの CKD リスク因子に関する

検討も行う。健診で取得される古典的なリスク

因子に加えて社会経済因子等の検討も行う。 

 

3)AMED研究班と連携し、J-CKD-DBを用いて、相

加・相乗作用のある標準治療の組み合わせを創

出する。 

 

4)CKD対策支援のために、日本透析医学会が公表

している統計調査データならびに政府統計を用

いて、①2021 年の都道府県別・男女別・年齢階

級別・透析導入率を明らかにした。透析導入率の

低下に寄与するため、２つの異なった視点から

解析を行った。一つめは、都道府県差からの視点

である。②都道府県別・透析導入率に影響する要

因について解析を行った。さらに、③健康診断デ

ータを活用して、地域レベルでの CKD 患者数を

推計する簡便な計算法を公開した。二つめの視

点は、原疾患別の検討である。④近年増加傾向に

ある腎硬化症による透析導入患者の臨床的特徴

を明らかにし、⑤急速進行性糸球体腎炎による

透析導入率の経年変化を明らかにした。最後に、

腎疾患対策検討会報告書発出後 4 年での評価と

して、⑥近年の透析導入率の変化，2006～2021に

ついても解析を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本解析は、個人情報を含まない公表されてい

る集計数字を用いた解析であり、人を対象とす

る生命科学・医学系研究に関する倫理指針（文部

科学省・厚生労働省・経済産業省、令和 3 年 3

月 23日、令和 4年 3月 10日一部改正、令和 5年

3月 27日一部改正）の適用外である。 

 

 

C.研究結果 

1) CKD対策支援データベース構築 

厚労科研 CKD対策研究班（柏原班、岡田班）ホー

ムページ：URL https://ckd-research.jp/を立

ち上げた。 

そこに CKD 対策支援データベースを構築・公

開し、各都道府県の CKD対策の進捗状況（診療連

携の取り組み、新規透析導入患者数の年次推移、

腎臓専門医数、腎臓病療養指導士数の年次推移

など）を見える化した。 

https://ckd-research.jp/
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2)CKD患者数推定 

①CKD患者数の実態調査 

2005 年の CKD 患者数の調査では特定健診デー

タ、各地のコホート研究データが用いられてい

る。本調査においても、上記データを用いて、年

次的な推移などを調査することも検討したが、

地域に偏りがあることや、会社の健診データを

使用することは個人情報保護の観点から利用が

難しいこともあり、NDBデータを用いた解析を行

うこととした。NDBデータを用いた解析では全患

者データによる解析と部分抽出データによる解

析を並行して行うこととした。 

全国規模国保組合、全国協会けんぽ、自治体国

保データでの CKD 有病割合推定アルゴリズムを

設計した。 

②CKD患者数に影響を与える因子の解明 

全国協会けんぽデータベース（就労世代の被

保険者数 2500万人）および全国自治体国保デー

タベース（65 歳以上の被保険者数 300 万人）を

対象として、過去の健診受診状況等で重み付け

を行うと、30-64歳における CKD頻度は GFR<60, 

蛋白尿を CKDの定義すると 17.08%となり、20歳

以上 64 歳以下が 6838 万人いることから、20 歳

以上 64 歳以下の CKD 患者は 1168 万人と推定さ

れる。また、65歳以上における CKD頻度は 25.36%

となり、65歳以上が 3623万人いることから、65

歳以上の CKD 患者は 919 万人と推定される。こ

れらの推計からわが国の CKD患者数は 2000万人

以上も存在する可能性があり、今後、NDBデータ

などのさらなる解析が必要となる。 

 

3) CKDに対する集学的治療効果の検証 

J-CKD-DBExを用いて標準治療の目標達成数とC

KD進展抑制を検討した結果、CKD診療ガイド・ガ

イドラインの推奨の達成数が6つ以上のCKD患者

は、5つ以下のCKD患者に比較して、有意に予後良

好であった。（日本腎臓学会学術集会2023、米国

腎臓学会KidneyWeek2023にて発表）（Sci Rep 修

正投稿中） 

 

４）①2021 年の都道府県別・男女別・年齢階級

別・透析導入率を計算し、当研究班のホームペー

ジに公開されている 2006 年から 2020 年までの

年次推移に、その結果が追加された。2021 年の

結果も、これまでと同様、都道府県により透析導

入率は異なっていた。 

年齢階級別にみると、75 歳以上の透析導入率

は都道府県により男性は約 2 倍、女性は約 4 倍

の差を認め、透析導入率が高い都道府県ではそ

の前の年齢階級の透析導入率も高い傾向がみら

れた。 

男性を例に示すと、75 歳以上の都道府県別・

男性透析導入率は、60 ｰ 74 歳の都道府県別・男

性透析導入率と正の相関を示し（R2＝0.52）、60

ｰ 74歳の都道府県別・男性透析導入率は、40 ｰ 59

歳の都道府県別・男性透析導入率と正の相関を

示していた（R2＝0.54）。なお、40 ｰ 59歳の都道

府県別・男性透析導入率と 20 ｰ 39歳では相関を

認めなかった（R2＝0.007）。女性でも同様に認め

られた。以上より、75 歳以上の透析導入率が高

い都道府県は、その前の年代（40-74歳）から透

析導入率が高いことから、75 歳以上の透析導入

率の都道府県差を小さくするためには、その前

の年代（40-74歳）からの介入が効果的と考えら

れた。 

②都道府県別透析導入率を、性年齢を調整し

全国平均を 100%とした標準化透析導入比で示す

と 73%から 134%と、都道府県により異なり、特定

健康診査（以下、特定健診）の都道府県別実施率

と負の相関を示していた（下図）。 
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特定健診受診者における都道府県別 CKD 有病

率は 11％から 20％と、こちらも都道府県により

異なり、特定健診実施率と負の相関を示してい

た。 

以上の結果より、特定健診実施率を高めるこ

とで、CKD有病率ならびに透析導入率を低下させ

る効果が示唆された。 

③上記で CKD 有病率は、都道府県により異な

ることが明らかになったが、同じ都道府県内で

も市町村により異なることが予測される。地域

の実情に応じて、CKD対策に取り組むために、地

域における CKD 患者数を知ることができれば役

立つことが期待される。そこで、健診データを用

いた地域レベルにおける CKD 患者数の推計方法

を、新潟県のデータをもとに論文化した。各自治

体などが保有する地域の健診データを活用する

ことで、毎年、地域における CKD 患者数の最新

情報を地域住民に届けることができる。この簡

便な方法は，地域の実情に応じた腎疾患対策に

取り組むために有用な情報となることが期待さ

れる。 

④昨年の本研究班で、透析導入の原疾患のう

ち、腎硬化症は年齢を調整しても増加しており、

その対策が急務であることを明らかにした。そ

こで本年は、腎硬化症による透析導入患者の特

徴を明らかにするため、透析導入年末時におけ

る心血管病の既往（脳出血，脳梗塞，虚血性心疾

患，四肢切断）とリスク因子（喫煙率，過体重/

肥満）の有病率を、3 つの主要原疾患（腎硬化症，

糖尿病性腎症，慢性糸球体腎炎）で検討した。 

その結果、腎硬化症による透析導入患者では、

導入年末時における脳出血の既往、喫煙率、そし

て過体重/肥満の割合（下図）が慢性糸球体腎炎

よりも有意に高く、特に比較的若い患者で顕著

なことが明らかになった。 

 

 
 

⑤昨年の本研究班で、原疾患別・透析導入率の

経年変化を評価したが、比較的症例数が少ない

原疾患については検討が不十分であった。そこ

で、国の指定難病の一つである急速進行性糸球

体腎炎による透析導入率の経年変化を 2006年か

ら 2021年まで検討した。 

その結果、急速進行性糸球体腎炎による透析

導入患者数は年々増加し、平均年齢も高齢化し

ていた。年齢調整した透析導入率は、2006～2009

年の 4 年間に比べ、2010～2013 年は男女とも低

下していたが、その後は上昇傾向にあった。 

年齢別では、男女とも 70歳以上での透析導入

率が近年上昇しており、男性では 90歳以上、女

性は 80代でその上昇が顕著であった（下図）。 

 

 

 
 

男女とも 70歳以上で透析導入率が近年上昇して

おり、今後、日本の高齢化に伴い、高齢患者が増

加する可能性が示唆された。 

最後に、腎疾患対策検討会報告書発出後 4 年

での評価として、⑥2006年から 2021年までの透

析導入率の経年変化を検討し、まとめた。その結
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果、性年齢階級別透析導入率のグラフは、年々、

全体的に高齢の方へシフトしており、透析導入

が先送りされていることが示唆された（下図）。 

 

 

 
 

ただし、80 歳以上の男性では透析導入率が以前

よりも上昇していることが明らかになり、高齢

男性透析患者の増加は、人口高齢化の影響だけ

ではなく透析導入率の上昇による影響でもある

と考えられた。 

腎疾患対策検討会報告書発出後の 4 年間で、

透析導入率の低下により 3,725 人の透析導入を

防ぐことができたと推計された。透析導入率が

現状（2021 年）のままなら、将来推計人口から

計算される透析導入患者数は約 4 万人となり、

2028 年までに 3 万 5 千人以下という達成すべ

き成果目標（key performance indicator：KPI）

は達成されない。しかし、仮に、現状（2021 年）

の全国透析導入率よりも 5％低い熊本県レベル

まで透析導入率を下げることができれば、将来

推計人口から計算される透析導入患者数は 3.3 

万人台となり、KPI は達成される。以上より、KPI 

達成のためには、これからの 5 年間で透析導入

率を今以上に下げる必要があり、おおよその目

安として、現状（2021 年）よりも 5％下げるこ

とが求められる。 

 

 

D.考察 

１）日本腎臓学会が改訂出版してきた CKD 診療

ガイドラインにおける推奨は、単独では CKD 進

展抑制効果は弱いが、６つ以上を達成すると有

意に CKD 進展が抑制されることが示され、集学

的治療として有効であった。このようなリアル

ワールドデータによる診療ガイドラインの有効

性が示されたのは世界的にも初めての成果と考

えられ、ガイドラインの改訂とデータベースに

よる効果検証を組み合わせた PDCAサイクルを回

すことは、診療水準の向上に大きく資するもの

と期待される。 

 

２）NDBデータを用いた CKD患者数の実態調査を

行うことにより、正確な CKD 患者数が把握でき

るとともに、CKD患者数に影響を与える生活習慣

病などの因子が解明できると考えられる。 

 

３）透析導入率の研究から、①都道府県により透

析導入率は異なり、特に 75歳以上の透析導入率

には２～４倍の都道府県差を認め、透析導入率

が高い都道府県ではその前の年齢階級の透析導

入率も高い傾向がみられた。75 歳以上の透析導

入率の都道府県差を小さくするためには、その

前の年代（40-74歳）からの介入が効果的と考え

られた。 

40-74歳への介入として、②の結果より、特定

健診の活用が考えられた。昨年の本研究班で、透

析導入率の都道府県差に肥満・過体重と尿蛋白

陽性の関与が示唆されたことから、特定健診実

施率を高め、活用し、肥満・過体重の予防や介入、

あるいは尿蛋白陽性者の検出等を行うことで、

都道府県により異なる透析導入率の差を小さく

できる可能性がある。 

透析導入率のみならず CKD 有病率も都道府県

により異なっていた。そのため、地域の実情に応

じた CKD 対策に取り組むために、地域における

CKD 患者数の推計が求められる。③で示した CKD

患者数の簡便な推計方法は、各自治体などが保

有する地域の健診データを活用でき、地域の実

情に応じた CKD 対策に取り組むために、有用な

情報となることが期待される。 

原疾患別の検討では、④の結果から、透析導入

率が増加し続けている腎硬化症で、脳出血の既

往・喫煙率・過体重/肥満割合が慢性糸球体腎炎

よりも有意に高く、特に比較的若い患者で顕著

なことが明らかになった。喫煙と過体重/ 肥満

への介入は，増え続けている腎硬化症による透

析導入への対策，特に高い喫煙率・過体重/肥満

割合を認めた若い年齢層で有効な対策となる可

能性がある。 

もう一つの原疾患別の検討で、⑤の結果から、

今後、高齢の急速進行性糸球体腎炎による透析

導入患者が増える可能性が示唆された。 

最後に、腎疾患対策検討会報告書発出後 4 年

での評価として、⑥の結果から、性年齢階級別透

析導入率のグラフは，年々，全体的に高齢の方へ
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シフトしており，透析導入が先送りされている

ことが示唆された。しかし、透析導入率が現状

（2021 年）のままでは、将来推計人口から計算

される透析導入患者数は約 4 万人となり、2028 

年までに 3 万 5 千人以下という KPIは達成され

ない。KPI 達成のためには，これからの 5 年間

で透析導入率を今以上に下げる必要があり，お

およその目安として，現状（2021 年）よりも 5％

下げることが求められる。 

 

 

E.結論 

１）CKD診療ガイドラインの推奨は集学的治療と

することで CKD進展を抑制することが示された。 

 
２）CKD患者数の推定については、各推定方法
の信頼性を評価しつつ、慎重に進める必要があ
る。 
 

３）CKD患者の早期発見、早期治療および重症化

対策のためには、CKDの実態調査および影響を与

える因子の解明が重要である。 

 

４）特定健診実施率を高め、活用し、肥満・過体

重、喫煙、尿蛋白陽性といった関連する要因に対

応することで、透析導入率の都道府県差を小さ

くできる可能性がある。過体重・肥満や喫煙への

介入は、増え続けている腎硬化症による透析導

入への対策に有効な可能性がある。今後、高齢の

急速進行性糸球体腎炎による透析導入患者が増

える可能性があり、原疾患別の対策もさらに進

めていく必要がある。これらの複合的な対策を

推進することで、透析導入率のさらなる低下を

実現することができれば、2028 年までに 3 万 5 

千人以下という KPI 達成に近づけると考えられ

た。 
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